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「分」・・・分担金及び負担金      「諸」・・・諸収入 
 

「使」・・・使用料及び手数料      「起」・・・県債 
 

「財」・・・財産収入          「㊀」・・・一般財源 
 

「寄」・・・寄付金 
 

 

 
「挑」・・・施策チャレンジ枠による事業 

  
「長」・・・長寿命化等推進特別枠による事業 

 

「新」・・・新規項目 
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令 和 ８ 年 度   総 務 部   予 算 額 

１　一般会計

　(1)  総額

単位　千円

区　　　分 本 年 度
左　　 の　　 財　　 源　　 内 　　訳

前 年 度
対前年度

予 算 額 Ａ 分 担 金 及 び
負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金 財 産 収 入 寄 附 金 繰 入 金 諸 収 入 県 債 一 般 財 源
予 算 額 Ｂ

Ａ － Ｂ A/B (%)

職 員 給 与 費
7,923,486 6,594 2,946 2,821 755,707 1 7,155,417 6,038,564 1,884,922 131.2

総 務 部 事 業 費
172,991,495 248,827 254,330 505,421 355,000 5,044,158 807,064 763,600 165,013,095 158,540,622 14,450,873 109.1

① 計
180,914,981 255,421 257,276 508,242 355,000 5,799,865 807,065 763,600 172,168,512 164,579,186 16,335,795 109.9

職 員 給 与 費
192,433,203 10,139 4,142,461 23,060,519 31,672 2,296,545 227,646 2,734,738 159,929,483 178,211,353 14,221,850 108.0

県 計 事 業 費
489,906,797 1,736,660 3,645,166 51,192,816 1,254,984 510,193 13,607,645 31,341,862 66,661,262 319,956,209 467,988,647 21,918,150 104.7

② 計
682,340,000 1,746,799 7,787,627 74,253,335 1,286,656 510,193 15,904,190 31,569,508 69,396,000 479,885,692 646,200,000 36,140,000 105.6

　(2)  県予算額に占める総務部予算額の構成比（①/②）

単位　％

計 職 員 給 与 費 事 業 費

本 年 度 26.5 4.1 35.3

前 年 度 25.5 3.4 33.9
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　(3)  課別内訳

単位　千円

区　　　分 本 年 度
左　　 の　　 財　　 源　　 内 　　訳

前 年 度
対前年度

予 算 額 Ａ 分 担 金 及 び
負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金 財 産 収 入 寄 附 金 繰 入 金 諸 収 入 県 債 一 般 財 源
予 算 額 Ｂ

Ａ － Ｂ A/B (%)

職員給与費
212,389 2,501 209,888 200,682 11,707 105.8

総 務 課 事 業 費
1,028,289 72,439 2,473 4,406 2,270 10,830 663,600 272,271 516,405 511,884 199.1

計
1,240,678 72,439 4,974 4,406 2,270 10,830 663,600 482,159 717,087 523,591 173.0

職員給与費
5,468,564 755,707 1 4,712,856 3,767,041 1,701,523 145.2

事 業 費
587,134 22 8,212 355,000 2,832 221,068 1,423,448 836,314△  41.2

計
6,055,698 22 8,212 355,000 755,707 2,833 4,933,924 5,190,489 865,209 116.7

職員給与費
448,089 2,821 445,268 421,636 26,453 106.3

総 務 事 務 ・
厚 生 課

事 業 費
211,900 38,297 18,368 155,235 169,754 42,146 124.8

計
659,989 41,118 18,368 600,503 591,390 68,599 111.6

職員給与費
306,577 306,577 262,668 43,909 116.7

財 政 課 事 業 費
77,796,351 174,765 454,506 5,041,888 2,950 100,000 72,022,242 73,503,534 4,292,817 105.8

計
78,102,928 174,765 454,506 5,041,888 2,950 100,000 72,328,819 73,766,202 4,336,726 105.9

職員給与費
1,248,176 6,594 1,241,582 1,153,813 94,363 108.2

税 政 課 事 業 費
90,075,860 1,580 5,164 90,069,116 80,183,439 9,892,421 112.3

計
91,324,036 8,174 5,164 91,310,698 81,337,252 9,986,784 112.3

職員給与費
239,691 445 239,246 232,724 6,967 103.0

市 町 振 興 課 事 業 費
3,291,961 21 251,857 766,920 2,273,163 2,744,042 547,919 120.0

計
3,531,652 21 252,302 766,920 2,512,409 2,976,766 554,886 118.6

人 事 課 ・
行 政 経 営
推 進 課
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２　特別会計

単位　千円

会  　計　  名 本 年 度 前 年 度
対前年度

予 算 額 Ａ 予 算 額 Ｂ
Ａ － Ｂ A/B (%)

125,379,879 110,293,833 15,086,046 113.7

229,900 226,400 3,500 101.5

－ 2,113,300 2,113,300△      皆減

公 債 管 理 特 別 会 計

市 町 振 興 資 金 貸 付 事 業
特 別 会 計

収 入 証 紙 特 別 会 計

- 5 -



  単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

 説            明  

［財源名］、（前年度予算額） 

【総務課】 

 

文書事務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

16,220 

(18,345) 

 

国       1,496 

 

諸       2,235 

        

㊀      12,489 

 

 

文書収受発送に係る事務を行う。 

 

○新１ 処分通知等デジタル化事業費       2,992［国、㊀］(-) 

 

   処分通知等に係る業務の効率化および県民・事業者の利便性の向

上を図るため、電子署名等を行うことができるシステムを導入する。 

 

  ［債務負担行為］ 

   期 間：令和９年度から令和 11 年度まで 

   限度額：17,100 

   内 容：処分通知等のデジタル化の推進 

 

 

県有庁舎管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

949,918 

(447,403) 

 

使      72,341 

 

繰       1,370 

 

諸       8,475 

 

起     655,500 

        

㊀     212,232 

 

本庁舎等の良好な維持管理を図るため、施設の改修、維持補修等を行

うとともに、更新・改修方針等に基づく事業を行う。 

 

長１ 県有庁舎長寿命化等推進事業費   520,978［起、㊀］(138,734) 

 

    本庁舎等の更新・改修方針および長期保全計画に基づく事業を実

施する。 

 

 

２ 県有財産維持管理費             165,952［起、㊀］(41,921) 

 

  老朽化が進む旧日の出公舎の解体工事を行う。 
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  単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

 説            明  

［財源名］、（前年度予算額） 

 

庁用自動車管理費 

 

 

 

 

 

 

 

39,268 

(31,282) 

 

繰         900 

 

諸         120 

 

起     8,100 

        

㊀      30,148 

 

本庁舎等の集中管理車の運行維持管理等を行うとともに、ＣＯ2ネット

ゼロに向けた県庁率先行動を推進するため、電気自動車等に更新する。 

 

 １ 庁用自動車運行維持管理費       8,500［繰、起](6,300) 

 

   本庁舎等の集中管理車について、プラグインハイブリッドカーへ

更新する。 
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 単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

 説            明  

［財源名］、（前年度予算額） 

【総務事務・厚生課】 

 

職員福利厚生施設費 

 

 

 

 

 

 

54,092 

       (44,273) 

 

財      38,297 

 

㊀      15,795 

 

 

 

１ ピアザ淡海の建物売却に伴う必要経費   15,795［㊀］(3,744) 

 

ピアザ淡海の建物を民間事業者へ売却することに伴い、移設が必

要となるエントランスのモニュメントの移設費用を計上する。 

 

【参考】 

ピアザ淡海建物売却に係る関係各課の予算額（経常経費除く）  

担当課 主な内容 予算額 

国際課 パスポートセンターの賃借、友好記念

品（湖南刺繍）の移設経費等               

14,864 

県民活動生

活課 

県民交流センターの賃借、不要物品処

分経費等 

15,883 

人事課 政策研修センターの賃借、不要物品処

分経費等 

22,930 

総務事務 

・厚生課 

エントランスのモニュメント移設 15,795 
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 単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

 説            明  

［財源名］、（前年度予算額） 

【財政課】 

 

財産管理費 

 

 

 

 

 

 

422,381 

（443,831） 

 

使    1,774 

 

財   43,744 

 

起   100,000 

 

㊀   276,863 

 

 

１ 県庁舎等のあり方検討に係る基礎調査   20,790［㊀］(39,150) 

県庁舎敷地全体を見据えた今後の県庁舎等のあり方に関する検討を

行うため、基礎調査を実施する。 
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 単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

［財源名］、（前年度予算額） 

【税政課】 

 

公金取扱費 

 

 

 

 

 

 

2,920,321  

 (2,911,465) 

 

 

㊀   2,920,321 

 

 

 

県税に係る徴収金を収納するために必要な経費を負担する。 

 

 １ 県税徴収事務取扱交付金     2,892,103［㊀］(2,877,999) 

   地方税法等の規定に基づく徴収事務取扱費を国、市町ならびに

特別徴収義務者に交付する。 

 

 

諸支出金（税務関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

86,289,118 

(76,655,077) 

 

㊀  86,289,118 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税法の規定に基づき、都道府県清算金、市町交付金および還付

金を支出する。 

 

 １ 都道府県清算金       33,585,000［㊀］(28,004,000) 

   地方消費税清算金等を支払いの必要な都道府県に支出する。 

 

 ２ 市町交付金         50,204,108［㊀］(46,451,067) 

   地方消費税交付金等、県税収入の一定割合を県内市町に交付す

る。 

 

  ３ 県税過誤納還付金        2,500,000［㊀］(2,200,000) 

   県税として納付された過年度分の過誤納金等を還付する。 
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 単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

 説            明  

［財源名］、（前年度予算額） 

【市町振興課】 

 

市町振興調整費 

 

 

 

 

 

 

1,472,647 

(1,435,861) 

 

諸     766,000 

  

㊀   706,647 

 

 

 

 

１ 知事許認可権限等移譲事務市町交付金 189,461［㊀］(199,182) 

 

    滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の規

定に基づき市町長が処理する事務について、その処理に要する経

費として毎年度知事が定める額を基準に算定した額を交付金と

して交付する。  

 

 

 

２ 自治振興交付金           508,688［㊀］(508,688) 

 

    地域の実情に応じて、市町の自主的な判断による弾力的で自由

度の高い施策展開を支援する交付金を交付する。 

  

(1) 選択事業              481,188［㊀］(481,188) 

    市町が49メニューの中から自由に選択して行う事業の実施を支

援する。 

 

(2) 提案事業               27,500［㊀］(27,500) 

人口減少を見据え、市町の地域特性や課題に応じた創意と工夫

のある施策展開や相互連携を促す事業の実施を支援する。 
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 単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

 説            明  

［財源名］、（前年度予算額） 

 

地域自治振興費 

 

 

 

 

 

 

232,236 

      (187,071) 

      

国      98,085 

 

諸       300 

     

㊀     133,851 

 

 

 

 

○新 挑１ 人材循環で拓く持続可能な地域創造事業           27,544 

［国、㊀］(-) 

人口減少に対応した人材の循環を軸とした持続可能な地域社会

を創造するため、本県への人材循環を促進する拠点の運営や、二

地域居住者、副業・兼業、プロボノ人材などの多様な主体の活躍

を支える仕組みの構築等に取り組む。 

 

(1) 人材循環拠点の運営          13,521［国、㊀］(-) 

 

 

 

 (2) 伴走型支援人材の養成         5,000［国、㊀］(-) 

 

 

 

２ 離島振興費                         8,067［国、㊀］(7,783) 

 

離島振興法に基づく離島振興対策実施地域に指定されている

沖島が所在する近江八幡市に対し、滋賀県離島振興交付金の交付

等により、産業活動の活性化および交流・定住の促進等を図る。 

 

(1) おためし離島留学事業            6,300［国、㊀］(6,000) 

沖島への移住促進や関係人口の創出のため、短期間の離島

留学として沖島での生活体験プログラムを提供し、沖島の魅

力を感じてもらうとともに、移住希望者等の受入態勢の整備

を図る。 

 

 

人材循環拠点（東京、大阪）運営業務委託  13,521 

委託先：民間 
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 単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

 説            明  

［財源名］、（前年度予算額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ デジタルプラットフォームを活用した関係人口拡大事業 

39,356［国、㊀］(43,356) 

 

県・市町等の取組の一体的な発信や行動データ分析のための

デジタルプラットフォームを導入する。 

 

(1) デジタルプラットフォーム展開事業       29,600 

［国、㊀］(29,122) 

デジタルプラットフォームを展開し、施策の効果的な連携 

     を図りながら、関係人口の創出を通じた地域活性化や移住・ 

定住の促進を図る。 

 

(2) 関係人口拡大に向けた人材育成事業               9,756 

［国、㊀］(14,234) 

デジタル技術の効果的な活用ができる人材を育成し、地域 

の自発的・自律的な移住・交流の取組を加速させる。 

 

 

 

４ 北の近江振興事業費       152,970［国、㊀］(102,970) 

 

県北部のポテンシャル、地域特性を活かした持続的発展に 

向け、「北の近江振興プロジェクト」として、県北部（長浜市、 

高島市、米原市）のさらなる振興に取り組む。 

 

(1) 北の近江振興プロジェクト推進補助金           150,000 

［国、㊀］(100,000) 

北部３市が実施する、北の近江振興総合プロジェクトに寄 

    与する地域性を活かした取組に対し補助金を交付する。 

 

     補助率：１／２等 

     補助対象：長浜市、高島市、米原市 
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 単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

 説            明  

［財源名］、（前年度予算額） 

 

滋賀県知事選挙執行

費 

 

 

 

 

 

 

 

       852,791 

(     -) 

 

㊀     852,791 

 

令和８年７月19日に任期満了となる滋賀県知事の選挙の執行に要 

する経費 

 

１ 県選挙管理委員会の管理執行事務費     87,197［㊀］(-) 

 

２ 市町交付金                735,918［㊀］(-) 

 

３ 選挙啓発費                 29,676［㊀］(-) 

 

 

滋賀県議会議員一般

選挙執行費 

 

 

 

206,497 

(    -) 

 

㊀     206,497 

 

令和９年４月 29 日に任期満了となる県議会議員の一般選挙の執行 

に要する経費 

 

１ 県選挙管理委員会の管理執行事務費等     16,947［㊀］(-) 

 

２ 市町交付金                 183,114［㊀］(-) 

 

３ 選挙啓発費                  6,436［㊀］(-) 

 

［債務負担行為］ 

   期 間：令和８年度から令和９年度まで 

   限度額：26,863 

   内 容：選挙公報作成配送業務 

 

 

滋賀県議会議員補欠

選挙執行費 

 

 

 

 

 

274,571 

(    -) 

 

㊀     274,571 

 

県議会議員補欠選挙の執行に要する経費 

 

１ 県選挙管理委員会の管理執行事務費等     70,790［㊀］(-) 

 

２ 市町交付金                    203,781［㊀］(-) 
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 単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

 説            明  

［財源名］、（前年度予算額） 

【市町振興資金貸付事

業特別会計】 

 

市町振興資金貸付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

160,000 

(160,000) 

 

諸     160,000 

 

 

 

 

市町が行う地域の振興のための事業に要する資金の貸付を行う。 

 

 １ 貸付先 

   市町および一部事務組合等 

 

 ２ 貸付対象事業 

   公共施設の整備等の事業 

 

 ３ 貸付枠 

   (1)一般事業資金                    130,000［諸］(130,000) 

(2)特別事業資金 

地域政策課題分                   30,000［諸］(30,000) 
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